
構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革と区別区域計画の作成主体の名称 

  松本市並びに長野県東筑摩郡山形村及び朝日村 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

  信州松本平ワイン・シードル特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

  松本市並びに長野県東筑摩郡山形村及び朝日村の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１）位置と気候 

松本市並びに長野県東筑摩郡山形村及び朝日村（以下「本区域」という。）は、長野

県の中央部、松本盆地に位置し、信州まつもと空港が立地するのをはじめ、長野自動車

道や、北陸地方を結ぶ中部縦貫道（安房峠道路）等が整備され、交流拠点都市としての

機能も充実してきている。 

また、本区域が位置する松本平は、東西 30㎞、南北 70㎞に及び、長野県をほぼ南北

に縦断する糸魚川静岡構造線沿いに広がる。西側には 3,000ｍ級の日本アルプス連峰、

東側には筑摩山地等が連なっており、これらの山容から流れ出す高瀬川、梓川、鎖川、

奈良井川、田川、薄川、女鳥羽川などの河川が砂礫などを運搬し、それらが蓄積して扇

状地や段丘、沖積地などを形成している。 

気候は、気温の日較差が平均で 11.7℃と大きく、日照時間は 2,236 時間と全国平均

（都道府県の平均。以下同じ）の 2,004 時間の 111.5%と多く、降水量は 917 ㎜と全国

平均の 1648.8 ㎜の 55.6%と非常に少ない典型的な内陸性気候と言え、台風や雪による

被害も少ない傾向がある。 

 

（２）人口 

国勢調査に基づく平成 27年現在の人口は、松本市 243,293人、山形村 8,395人、朝

日村 4,462 人（平成 22 年国勢調査時は松本市 243,037 人、山形村 8,425 人、朝日村

4,741人）である。また、合計特殊出生率は、松本市 1.50人、山形村 1.76人、朝日村

1.44人となっており、高齢化率は、松本市 26.3％、山形村 26.9％、朝日村 30.1％と、

いずれの市村も少子高齢化が進展しているものの、各市村の取組みによって人口減少

率は、長野県内の他地域に比べて、概ね低い状況にある。 

 



（３）産業 

本区域の農業は、準高冷地の優れた気候と豊かな土壌、豊富な農業用水、恵まれた自

然を活かし、豊富な種類の野菜や果樹をはじめ、水稲、花き等の良質な農業生産が行わ

れている。松本市は、葉洋菜類（キャベツ、はくさい等）や果菜（すいか）等約４０品

目にわたって栽培が、朝日村は葉洋菜類（レタス、キャベツ、はくさい等）を中心とし

た高原野菜の栽培が、山形村は根菜類（長いも）や果樹（りんご、ぶどう、ブルーベリ

ー等）、葉洋菜類（レタス、キャベツ等）の栽培がいずれも盛んで、県内有数の果物、

野菜の産地となっている。 

また、その他の産業面では、山形村は長野県第二の都市である松本市に隣接すること

から、昭和後期以降はベッドタウン化が進み、それに伴って大型商業施設や産業団地の

進出が図られている。朝日村は恵まれた地域資源を活かした、スキー場やスケート場、

キャンプ場、コテージ、ゲストハウス等の観光施設により、都市と農村との交流が図ら

れている。松本市は明治期からは製糸業を中心とした近代産業が勃興し、大正初年には

日本銀行松本支店が開業されるなど、長野県の経済金融の中心地として栄えた。近年で

は、中南信の商圏の中心として大きな商業集積を形成してきており、古くからある蔵の

まち中町、縄手通り等、特色ある通りと景観、野麦街道や善光寺街道沿いの宿場町等、

豊かな文化資源、観光資源を目当てに多くの観光客が訪れている。 

平成期以降は車社会の浸透が普遍的になる状況の中、郊外店の進出も顕著となり、大

規模な商業施設が相次いで開店した。既存の小売店が淘汰されるマイナス面はあった

が、県内外から高速道路を利用しての来店があり、松本城などの有名観光地に限らず、

蕎麦やおやきなどの郷土料理店、農産物直売所等への交流人口増加へもつながってい

る。 

 

（４）規制の特例措置を講じる必要性 

本区域は気候風土が果樹栽培に適しており、りんご、ぶどう、なし、もも等が栽培さ

れている。2015 年農林業センサスによると、販売を目的とした農産物の作付け状況に

ついては、りんごが 659ha、ぶどうが 191ha、なしが 31ha、ももが 18ha、すいかが 248ha

と多品目にわたり栽培がおこなわれ、産地化が図られ発展をしてきた。 

松本市山辺地区は長野県のぶどう発祥地として知られ、「ナイアガラ」「デラウェア」

等の生食用ぶどう栽培がおこなわれてきた。近年では、メルロー種をはじめとしたワイ

ン用ぶどう栽培も進んできている他、市内の宿泊施設でシードル製造と提供を軸とし

た観光資源の開拓を試みようとする新規事業者が出現し、観光業との連携による交流

人口の増加と地域の活性化を図ろうとする機運が盛り上がってきている。 

また、山形村では平成 26年に構造改革特区の認定を受け、ヤマブドウを使ったワイ

ンや、りんごのシードルを醸造している。平成 30年には、「ジャパンシードルアワード



2018」にて入賞し、その品質が認められ販売量も増えている。一方、原材料の確保とい

う観点からは、1村という限られた区域では制約があることから、広域特区へ移行する

ことで、安定的に確保できる環境を整える必要性がある。近年はブルーベリーの観光農

園も増加しており、道の駅や農産物直売所等に約 30ｔの出荷をおこなっている。 

朝日村でも、昔から生食用、加工用ともにぶどう栽培が盛んにおこなわれてきたが、

近年では生産者が減少傾向にある。その一方で、村内企業の農業参入によりワイン用ぶ

どう（メルロー、シャルドネ、コンコード、カベルネソービニヨン）の栽培が本格化し

つつあり、自社栽培したぶどうを原料にワインを委託製造し、販売している。今後さら

にワイン用ぶどうの栽培規模を拡大し、将来は本業のドライフラワー販売に加え、ワイ

ナリーや体験施設を併設することで、６次産業化を通じた産業振興を図る計画である。 

このように本区域ではぶどう、りんごをはじめとする多品目の果実を用いて、ワイナ

リーを開設し果実酒の製造を行う取り組みへの機運が高まっており、今後賛同者がさ

らに増えることが見込まれることから、ワイナリー経営に向けた環境整備への支援が

必要となっている。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

本区域の農業は、ほ場整備等の土壌基盤の整備や農業構造改革事業等の実施により、耕

作農地の規模拡大が図られてきている一方、農業生産条件の不利な中山間地域も多く、担

い手の高齢化、後継者不足等により遊休荒廃農地も増加しており、再活用の促進・農地の

集積・特産品の発掘等、農地利用を踏まえた遊休荒廃農地の縮減が課題となっている。 

このような状況の中、本区域内の市村では６次産業化の推進、地産地消の推進、新規就

農者の支援、遊休荒廃農地対策等の農業施策を進めている中で、ワイン用ぶどう栽培によ

る複合経営を目指す生産者が現れるとともに、新たに参入を希望する事業者が出現する

など、より付加価値の高い農業を目指した新たな動きが起こりつつある。 

規制の特例措置の活用により、これら生産者等によるワイン等製造への参入を促すと

ともに、ワイン用ぶどう等の生産振興の観点からも本区域の農業の発展が見込まれる。 

また、中心市街地及びその近郊へのワイナリー設置を図ることは、区域全体の産業の活

性化につながることが期待でき、本区域の新たな観光資源の構築とワインツーリズムに

よる交流人口と新規就農者の増加を図る上で、本特例の活用は極めて大きい意義をはた

すものと考える。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

特例措置を活用することで、地域で生産されるぶどう、りんご等の特産物を用いた果実

酒の製造をおこなう。 

これにより、特産酒類の原料となる果実等の生産拡大、高付加価値化が農業所得の向上



をもたらし、農業に新たな魅力が加わることで、遊休荒廃農地の縮減や新たな担い手の確

保につながる展開を推進する。また、特色ある小規模ワイナリーが区域内に点在すること

で、観光業だけでなく、商工業を含めた多様な交流・連携を呼び起こし、交流人口・定住

人口の増加や地域活性化につなげる。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

構造改革特別区域計画の実施により、地域の特産物を用いた果実酒の提供、販売が拡大

することで、地域特産物の消費、利用拡大、交流人口の増加等、地域全体の活性化につな

げることが期待できる。 

また、長野県が推進する「信州ワインバレー構想」においては、本区域は「日本アルプ

スワインバレー」として振興エリアに位置付けられており、特区を活用したワイナリーが

県事業と一体となり、長野県全体のワイン産業の拡大とワインツーリズムの広域化によ

る交流人口の増加等の相乗効果が期待できる。 

（１）認知度及びブランド力の向上 

特例措置を活用して果実酒を製造する小規模なワイナリーにとって、本区域内の市

村が共同で多角的な販売拡大の情報発信を行うことは、市村個々でおこなうよりも効

果的であると考えられる。 

また、ワイナリー同士が連携することにより、特徴的なワイナリーが集積する区域と

して認知されることで、ワイン関連産業のみならず、区域全体のブランド力が強化され、

地域経済全体の底上げと活性化につなげることができる。更に、将来的には国内だけで

なくワインの海外輸出にもつながることが期待できる。 

 

（２）産地構造の変革と地域農業の振興 

ワイン用ぶどう栽培による新たな経営形態の導入、省力化及びコスト低減による栽

培面積の拡大が可能となり、生食用ぶどう生産との経営の多角化、複合経営による経営

安定につながることが期待できる。また、労力集約型の生食用ぶどう栽培からワイン用

ぶどう栽培への移行は、担い手確保や後継者不足に伴う遊休荒廃農地の縮減、新規就農

者の確保にも寄与することが期待できる。 

 

（３）交流人口の拡大 

本区域内にワイナリーの設置が進むことで、酒類の製造や提供をおこなうことによ

る新たな農業体験や地場産品メニューの開発による誘客をおこなうことができる。 

ワインツーリズムをはじめとした、ワイン用ぶどう農場の見学や収穫・醸造体験プロ

グラム等、新たな観光資源が構築されることにより本区域内の回遊性が高まり、交流人

口の増加と地域活性化に寄与することが期待できる。 



 

（４）地域内産業連関の活性化 

   本区域内にワイナリーが点在することで、生産、醸造、流通、販売、観光等、多様な

業種間の交流連携を呼び起こし、産業の活性化が地域経済全体の底上げや定住人口の

増加に寄与することが期待できる。 

 

（５）信州ワインバレー構想との関係 

長野県が推進する「信州ワインバレー構想」は、近年の長野県産ワインの評価の高ま

りを受けて、ワイン産業を地域経済活性化や６次産業化の主要施策として位置づけ、県

内を４つの地域に区分してワイン振興エリアを設けて、新規参入者の育成からワイン

用ぶどう栽培、醸造、販売、消費拡大によるブランド化及びワイン産業の振興と発展を

目的としている。 

本区域は「日本アルプスワインバレー」として振興エリアに位置付けられており、本

計画では、この構想に協調し、連携を図るとともに地域の個性を活かした特色ある地域

ブランドの発信とワイン産業の拡大を図る。 

【特産酒類の製造に関する目標】 

区 分 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

特産酒類製造事業者数 1件 3 件 4 件 

特産酒類製造量 4 kl 8 kl 10 kl 

 

８ 特定事業の名称 

  ７０９（７１０、７１１）特産酒類の製造事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

１ 特定事業の名称 

  ７０９（７１０、７１１）特産酒類の製造事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  構造改革特別区域において生産される地域の特産物として指定された農産物（ぶどう、

りんご、なし、もも、ブルーベリー、プルーン、すもも、いちご、スイカ又はこれらに準

ずるものとして財務省令で定めるものに限る。）を原料とした果実酒を製造しようとする

者 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  本構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体 

   上記２に記載の者で、酒類製造免許を受けた者 

（２）事業がおこなわれる区域 

  松本市並びに長野県東筑摩郡山形村及び朝日村の全域 

（３）事業の実施期間 

   上記２に記載の者が、酒類製造免許を受けた日以降 

（４）事業により実現される行為や整備される施設 

   上記２に記載の者が、地域の特産物として指定された農産物（ぶどう、りんご、なし、

もも、ブルーベリー、プルーン、すもも、いちご、スイカ又はこれに準ずるものとして

財務省令で定めるものに限る。）を原料とした果実酒の提供・販売を通じて地域の活性

化を図るため、果実酒を製造する。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  当該規制の特例措置により、構造改革特別区域内において、本区域内の市村によりそれ

ぞれ当該地域の特産物として指定された農産物（ぶどう、りんご、なし、もも、ブルーベ

リー、プルーン、すもも、いちご、スイカ又はこれに準ずるものとして財務省令で定める

ものに限る。）を原料とした果実酒を製造する場合には、酒類製造免許に係る最低製造数

量基準（6キロリットル）が 2キロリットルに引き下げられ、より小規模な主体も酒類製

造免許を受けることが可能となる。 

  これにより、特産酒類の原料となる果実等の生産拡大、高付加価値化が、農家所得の向

上をもたらし、農業に新たな魅力が加わることで、遊休荒廃農地の縮減等、地域農業の振



興が図られるとともに、小規模ワイナリーが区域内に点在することで、観光業だけでなく、

商工業を含めた多様な交流連携を呼び起こし、交流人口・定住人口の増加や地域の活性化

が期待できる。 

  なお、当該特定事業により酒類の製造免許を受けた場合も、酒税法の規定に基づき、酒

類の納税義務者として必要な申告納税や各種記帳義務が発生するとともに、税務当局の

検査や調査の対象とされる。 

  本区域内の各市村は、共同又は単独で無免許製造を防止するために制度内容の広報・周

知を行うとともに、特産酒類の製造免許を受けた者が酒税法の規定に反しないように、指

導及び支援を行う。 
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